
防 災・保健福祉

用語解説 ※2 　福祉避難所
ヒトパピローマウイルス（HPV）の中で4つの型の感染を予防する
4価HPVワクチン。9歳以上の女性において、子宮頸がんだけでな
く、幅広くHPV疾患を予防する

小学校等の通常の避難所で生活が困難な人（介護が必要な高
齢者や障害者、妊産婦、乳幼児、病人のうち特別の配慮を必
要とする人）のための避難所

※3 　ガーダシルワクチン
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避難所指定シンボルマーク（仮
称）の作成
　　避難所を明確に示すため、
外壁などにシンボルマーク（案
内標識）を設置してはどうか。
　　伝えたいイメージを効果的
に表現できる共通のシンボルマ
ークを避難所に設置することで、
その所在がわかりやすくなると
ともに、市民の避難行動がより
迅速に行えることが期待される。
　今後、計画的な設置や外国語
の表記も検討していく。
戦災資料の展示場所
デジタルミュージアムに
　　なぜ、デジタルミュージア
ムという結論に至ったのか。
　　交通アクセス、改修の容易
性、施設の利活用、コストなど
の諸条件を比較検討した。その
結果、耐震基準を満たしている
こと、展示施設としての環境が
整っていること、さらに戦争の
悲惨さや平和の尊さを語り継い
でいくために多くの子どもたち
が来場しやすいなどの理由で、
デジタルミュージアム5階の一
部を活用することが最もふさわ
しいという結論に至った。

32人の議員が行った質問の中から、いくつかを取り上げて要旨を掲載個 人 質 問

防災・減災対策の充実
　　地域において安全・安心ネ
ットワークが機能しなければな
らないと考えるが、市民への説
明・啓発には今後どのように取
り組むのか。
　　東日本大震災を機に、市民
の防災に対する意識や関心は高
くなり、8月に開催された岡山
市安全・安心ネットワーク連絡
協議会に防災専門部会が設置さ
れるなど、地域による自主的な
防災活動への取り組みの機運も
高まっている。
　市としても、地域による安全
マップづくりの説明会に出向く
など、防災活動に関する支援を
行うとともに、公民館を地域活
動の拠点と位置付け、地域担当
職員が自主防災組織立ち上げの
相談に対応している。今後も公
民館が実施する地域応援人づく
り講座でも防災活動をテーマと
した講座に重点を置くなど、積
極的にかかわりたい。
大震災を教訓とした避難訓練
　　自主的な判断力を磨くこと
ができる訓練の具体的な内容は。
　　想定外の自然災害に対して

も、災害に応じて適切な避
難行動ができるような判断
力と行動力を育てることが
重要である。学校では、一
人一人の判断で行動する訓
練や、消防署職員から災害
に応じた対応や避難のポイ
ントを話してもらった上
で、実例をもとに実践的な
訓練等が必要と考えている。

※2

※3

　また、家庭に居るときに災害
が起きた場合を想定し、自分に
できる減災活動や、一時避難場
所をそれぞれの家庭で確認する
など、まずは自分の身を守るこ
とを最優先に避難する心構えを
育てていくことも必要と考えて
いる。
福祉避難所の確保
　　ふれあいセンターの福祉避
難所指定はいつになるのか。
　  障害者に対しては、避難所
がバリアフリーであるだけでな
く、「自分は独りぼっち」とい
う気持ちにさせない取り組みが
必要である。現在、ふれあいセ
ンター5館を福祉避難所として
指定することを目指し、ふれあ
い公社と協議を行っている。
　今後、関係部署と調整を行い、
できるだけ早く結論を出したい。
子宮頸がん等ワクチン
接種を促進
　　新ワクチン（ガーダシル）
は助成事業の対象となるのか。
　　平成23年9月15日から、国
が新たな子宮頸がんワクチンと
してガーダシルワクチンを対象
とした。本市でも23年度は、中
学1年生から高校2年生までを助
成の対象とする。ただし、高校
2年生は9月中に第1回目を接種、
高校1年生は年度内に3回の接種
を終える必要があるので、高校
1、2年生全員に直接通知をする
とともに、市ホームページ等に
よる広報など、より一層の啓発
に努めていきたい。
保健・医療・福祉の連携
　　保健・医療・福祉のネットワ
ーク構築の現状と将来の方向は。
　　予防、診療から介護まで切

戦災資料の展示予定場所
～デジタルミュージアム5階～



暮 らし・環境
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仕組みづくりを推進するため、
これまで、市内関係機関・事業
所30数カ所にヒアリングに出向
くなど、現状把握に努めている。
　平成23年7月には「岡山市に
おける医療連携のあり方等に関
する協議会」を立ち上げ、医療
機関等との連携協力の推進方策
などについて検討している。
　27年度に開設する（仮称）岡
山総合医療センターでは、各サ
ービスを有機的・総合的に提供
する体制を構築し、市民への安
心の実現を図っていきたい。
オランダ通りの誘導ブロック
　  視覚障害者の安全歩行には
誘導ブロックの設置が急務と考
えるが、設置していない原因は。
　　オランダ通りは、自動車交
通を抑制し、歩行者を優先した
コミュニティ道路であり、限ら
れた道路幅の中で、段差のない
歩道を確保するとともに、自動
車がスピードを出せないよう車
道にはクランクを設けている。
　そのため、歩道幅が一定でな
く、誘導ブロックを連続して直
線的に配置することや、沿道建
築物や照明柱等との最低距離を
確保することが、逆に危険を伴
う場合もあることから、誘導ブ
ロックの設置基準には適合せ
ず、交差点部の警告ブロックの
みを設置している。

下水道使用料
24年度の改定は見送り
　　料金改定と経営の考え方は。
　　下水道事業は、効率的な経
営を目指して、平成22年度に公
営企業会計に移行した。
　現在、安定的な経営環境で下
水道事業を進めていくための計
画を策定している。24年度は料
金の見直し時期に当たるが、そ
の計画の中で検討していくため
改定は見送ることにした。
　今後、歳入の増加と歳出の削
減に努力し、できるだけ効率的
な経営ができるように、料金に
ついても検討していきたい。
市有施設の耐震化
　　耐震化の費用はどのくらい
を見込み、財源はどのように確
保するのか。
　　耐震診断の結果を待たなけ
れば正確な数字を出すことは困
難だが、これまでに行った耐震

改修や耐震診断の実
績から単純計算する
と、本庁舎を除いて
300億円程度となる。
財源確保に向けて
は、さらなる行財政
改革を推進するとと
もに、今後、予定さ
れる大規模事業の選
択と集中や、進度調
整を図る必要がある。

　さらに、後年度に発生する財
政負担に対応するため、毎年度
の決算剰余金の一部を公共施設
等整備基金へ着実に積み立てる
ことで財源確保を図る。
サウスヴィレッジに
米粉製粉機を設置予定
　　米粉の生産、消費拡大を促
進する事業展開の方針は。
　　平成23年度は22年度に引
き続き、米粉スタンプラリーや
米粉食品の実演・販売を行う米
粉フェスタ、米粉料理教室等の
ＰＲ活動、米粉活用促進事業交
付金の交付を通じて米粉の普及
推進、消費拡大を促進する。さ
らに、サウスヴィレッジに米粉
製粉機を設置し、市民に活用し
てもらう予定である。
地域センターの統廃合
　　平成20年度包括外部監査で
提言された統廃合等についての
考えは。
　　区役所へ支所の産業建設部
門を集約することや、市民サー
ビスの地域拠点として、地域セ
ンターを設置すること等を21年
6月に取りまとめた中で、地域
センターの統廃合については、
市民サービス拠点の配置に関す
る長期的方針に基づいて具体化
を図ることとしている。
　現在、サービスの供給圏域・
機能など、市民サービス拠点のコミュニティ道路として整備したオランダ通り

市民後見人の普及促進
　　市民後見人制度について、
市としての考えは。
　　制度の実施に当たっては、
後見人業務を引き受ける市民の
確保や、後見人のバックアップ
等の体制整備などの課題がある。
　今後、課題の整理を行うとと
もに他都市の動向を参考にし、

専門家の意見も聞きながら検討
していきたい。なお、自立した
生活ができ、日常的な生活援助
だけで対応が可能な方を対象と
して、岡山市社会福祉協議会が
日常生活自立支援事業の中で、
金銭管理サービス等を行ってお
り、引き続き運用上の工夫と市
民へのＰＲに努めていく。

※4

用語解説 ※4 　市民後見人制度
弁護士等の資格を持たない一般市民の中から、成年後見に関する一定の知識等を身に着けた第三者が後見人等になる制度



ま ちづくり・観光
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不便な踏切を順次改善
　　市内各所の不便な踏切の解
決策は。
　　市内213カ所の踏切道のう
ち、緊急に対策の検討が必要な
踏切を中心に整備を進めている。
ＪＲと協議調整を行い、平成22
年度は雄町地内の山陽本線前沼
一踏切ほかを整備し、23年度は
都市計画道路米倉津島線の整備
に伴い、下伊福上町地内の吉備
線に踏切道を新設するとともに、
平野地内の山陽本線庭瀬東踏切
の拡幅に向けて測量設計をする
予定である。今後も交通量や幅
員などから整備の必要性が高い
踏切については、ＪＲと協議し
ながら順次改善に取り組みたい。
㈱林原が所有する
岡山駅前の土地
　  大規模なコンベンション施
設を当該土地の一部に整備する
意義は。

　　当該土地は、本市の玄関口
にあり、まちづくりを進める上
で大変重要な位置にある。
　都市ビジョンのコンベンショ
ンシティ構築プロジェクトを推
進する上で、既存施設の規模が
十分でないため、神戸市、福岡
市などに誘致で遅れをとってい
ることが明らかとなった。
　大きなコンベンション施設等
を駅前に整備し、広域から多く
の集客を可能とすることで、交
流人口の増加や地域経済の活性
化を図り、「政令指定都市・岡
山」のさらなる発展を目指して
いくことが必要であると考える。
九州への観光ＰＲを強化
　　九州新幹線が全線開通した
が、①九州地域へどのようなＰ
Ｒを行ったか。
　②九州地域からの観光客数を
把握しているか。
　　①平成21年度から情報発信

を強化し、22年度は主に熊本
市、鹿児島市で、祭りやイベン
トへの出展、旅行代理店・マス
コミへの働き掛けなどを行っ
た。今後は、ＪＲ西日本や周辺
自治体等とも連携し、九州各地
で観光キャンペーンを強化し、
誘客を図る。
　②23年4月から6月まで、Ｊ
Ｒを利用する旅行商品で見る
と、九州全体から岡山駅で下車
する利用人員が昨年同時期に比
べ、約2割増加している。
耕作放棄地解消の取り組み
　　農業委員会が関係地権者へ
行っている指導、勧告の実績は。
　　毎年、耕作放棄地の実態調
査を実施し、周囲に悪影響を与
えている農地を中心に、関係地
権者へ耕作再開や適切な管理指
導を行うとともに、担い手農家
への農地利用集積にも取り組ん
だ結果、平成19年度から22年
度で、延べ約120ヘクタールの
耕作放棄地が解消された。
　今後も関係部局、関係機関と
連携しながら農地の荒廃を防止
し、優良農地の確保を図りたい。
若い世代に向けた
シティプロモーションを
　　東日本大震災以降、首都圏
から岡山へ移住してくる若い世
代の人たちが増えている。岡山
らしさを再考し県内外に発信す
べきでは。
　　災害の少なさと交通の利便
性を求めて、若いクリエーター
が本市に定住する傾向があるこ
とは、大きなチャンスだと思っ
ている。
　岡山のブランドイメージを、
いかにインパクトのある具体的
な形にし、情報発信していくか、
官民挙げて知恵を結集しながら、
プロモーション活動に取り組み
たい。

野菜くずや食べ物の残りなどのごみ
※5 　厨芥類用語解説

整備後の山陽本線前沼一踏切　～中区雄町地内～

あり方について検討を進めてお
り、できるだけ早い時期に検討
結果を示したい。
事業系ごみの減量施策
　  事業系ごみの減量化に向け
た取り組みと成果は。
　　平成23年2月10日から8月
末までの間に、約3,400の食品
小売業などの事業者を訪問し、

オフィス古紙の資源化、従業員
の意識改革、厨芥類の水切りな
どの減量化に向けた取り組みを
指導している。
　しかし、目に見えるほどの減
量効果は出ていないので、訪問
事業者にその後の取り組みを調
査し、分別指導の成果を上げる
よう努力していきたい。

※5

まえぬま
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